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Ⅰ 
外為法改正

〈３〉資料
外国為替令等の１部を改正する政令案　新旧対照条文

（新旧対照条文１覧）

○外国為替令（昭和55年政令第260号）

○輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号）

（銀行等の確認義務の対象となる取引等）

第７条　法第17条第三号に規定する政令で定め

る取引又は行為は、次に掲げる取引又は行為

（財務大臣又は経済産業大臣が告示により指定

したものを除く。）とする。

一（略）

二　法第25条第６項の規定により許可を受け

る義務が課された同項に規定する役務取引

等

三・四（略）

（経常的経費等）

第９条　法第20条第十一号に規定する政令で定

める資金の授受は、次に掲げる資金の授受と

する。

一（略）

二　法人の本邦にある事務所が行う次のイか

らハまでに掲げる取引につき当該法人の本

邦にある事務所と外国にある事務所との間

で行われる当該イからハまでに定める資金

の授受

イ（略）

ロ　外国相互間における貨物の移動を伴う

貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引

当該取引に係る当該貨物の売買代金又は

当該取引に直接伴う運賃、保険料その他

（銀行等の確認義務の対象となる取引等）

第７条　法第17条第三号に規定する政令で定め

る取引又は行為は、次に掲げる取引又は行為

（財務大臣又は経済産業大臣が告示により指定

したものを除く。）とする。

一（略）

二　法第25条第４項の規定により許可を受け

る義務が課された同項に規定する役務取引

等

三・四（略）

（経常的経費等）

第９条　法第20条第十一号に規定する政令で定

める資金の授受は、次に掲げる資金の授受と

する。

一（略）

二　法人の本邦にある事務所が行う次のイか

らハまでに掲げる取引につき当該法人の本

邦にある事務所と外国にある事務所との間

で行われる当該イからハまでに定める資金

の授受

イ（略）

ロ　外国相互間における貨物の移動を伴う

貨物の売買に関する取引 当該取引に係

る当該貨物の売買代金又は当該取引に直

接伴う運賃、保険料その他の資金の授受

○外国為替令（昭和55年政令第260号） （傍線部分は改正部分）
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の資金の授受

ハ（略）

２　略）

（役務取引の許可等）

第17条　法第25条第１項に規定する政令で定め

る特定の種類の貨物の設計、製造又は使用に

係る技術（次項及び第18条の２第１項におい

て「特定技術」という。）を特定の外国におい

て提供することを目的とする取引は、別表中

欄に掲げる技術を同表下欄に掲げる外国にお

いて提供することを目的とする取引とする。

２　法第25条第３項第一号に定める行為をしよ

うとする者（当該行為に係る特定技術を提供

することを目的とする取引について同条第１

項の許可を受けている者を除く。）は、経済産

業省令で定める手続に従い、経済産業大臣の

許可を受けなければならない。ただし、経済

産業大臣が当該行為の主体、内容その他から

みて法の目的を達成するため特に支障がない

と認めて指定した行為については、この限り

でない。

３ 法第25条第４項に規定する政令で定める外

国相互間の貨物の移動を伴う貨物の売買、貸

借又は贈与に関する取引は、次のいずれかに

該当する取引とする。

一　輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄

に掲げる外国相互間の貨物の移動を伴う当

該貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引

二　輸出貿易管理令別表第１の２から16まで

の項の中欄に掲げる貨物の外国相互間の移

動を伴う当該貨物の売買、貸借又は贈与に

関する取引（当該取引に係る貨物の船積地

域又は仕向地が同令別表第３に掲げる地域

であるものを除く。）であつて、次のいずれ

かに該当するもの

イ　当該取引に係る当該貨物が核兵器、軍

用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくは

これらの散布のための装置又はこれらを

運搬することができるロケット若しくは

無人航空機であつてその射程が300キロメ

ートル以上のもの（ロ及び第27条第２項

ハ（略）

２　（略）

（役務取引の許可等）

第17条　法第25条第１項第一号に規定する政令

で定める特定の種類の貨物の設計、製造又は

使用に係る技術を特定の地域において提供す

ることを目的とする取引は、別表中欄に掲げ

る技術を同表下欄に掲げる地域において提供

することを目的とする取引とする。

（新設）

２ 法第25条第１項第二号に規定する政令で定

める外国相互間の貨物の移動を伴う貨物の売

買に関する取引は、次のいずれかに該当する

取引とする。

一　輸出貿易管理令別表第１の１の項の中欄

に掲げる貨物の外国相互間の移動を伴う当

該貨物の売買に関する取引

二　輸出貿易管理令別表第１の２から16まで

の項の中欄に掲げる貨物の外国相互間の移

動を伴う当該貨物の売買に関する取引（当

該取引に係る貨物の船積地域又は仕向地が

同令別表第３に掲げる地域であるものを除

く。）であつて、次のいずれかに該当するも

の

イ　当該取引に係る当該貨物が核兵器、軍

用の化学製剤若しくは細菌製剤若しくは

これらの散布のための装置又はこれらを

運搬することができるロケット若しくは

無人航空機（ロにおいて「核兵器等」と

いう。）の開発、製造、使用又は貯蔵（ロ

外為法改正



12 CISTEC Journal

において「核兵器等」という。）の開発、

製造、使用又は貯蔵（ロにおいて「開発

等」という。）のために用いられるおそれ

がある場合として経済産業省令で定める

場合に該当する場合における当該取引

ロ（略）

４ 法第25条第１項又は第４項の規定による経

済産業大臣の許可を受けようとする者は、経

済産業省令で定める手続により、当該許可の

申請をしなければならない。

５ 第１項又は第３項に規定する取引のうち経

済産業大臣が当該取引の当事者、内容その他

からみて法の目的を達成するため特に支障が

ないと認めて指定したものについては、法第

25条第１項又は第４項の規定による経済産業

大臣の許可を受けないで当該取引をすること

ができる。

第18条　法第25条第５項に規定する政令で定め

る役務取引は、鉱産物の加工若しくは貯蔵、

放射線を照射した核燃料物質の分離若しくは

再生又は放射性廃棄物の処理に係る役務取引

（当該役務取引の当事者、内容その他からみて

法の目的を達成するため特に支障がないもの

として財務省令又は経済産業省令で定めるも

のを除く。）とする。

２　居住者が法第25条第５項の規定による財務

大臣又は経済産業大臣の許可を受けようとす

るときは、当該居住者は、財務省令又は経済

産業省令で定める手続により、当該許可の申

請をしなければならない。

３　財務大臣又は経済産業大臣は、法第25条第

６項の規定に基づき居住者が役務取引等（同

項に規定する役務取引等をいう。以下この条

及び第18条の３において同じ。）を行うことに

ついて許可を受ける義務を課する場合には、

あらかじめ、告示により、その許可を受けな

ければならない役務取引等を指定してするも

のとする。

４・５（略）

（税関長の確認等）

第18条の２　税関長は、経済産業大臣の指示に

において「開発等」という。）のために用

いられるおそれがある場合として経済産

業省令で定める場合に該当する場合にお

ける当該取引

ロ（略）

３　居住者が法第25条第１項の規定による経済

産業大臣の許可を受けようとするときは、経

済産業省令で定める手続により、当該許可の

申請をしなければならない。

４　第１項又は第２項に規定する取引のうち経

済産業大臣が当該取引の当事者、内容その他

からみて法の目的を達成するため特に支障が

ないと認めて指定したものについては、法第

25条第１項の規定による経済産業大臣の許可

を受けないで当該取引をすることができる。

第18条　法第25条第３項に規定する政令で定め

る役務取引は、鉱産物の加工若しくは貯蔵、

放射線を照射した核燃料物質の分離若しくは

再生又は放射性廃棄物の処理に係る役務取引

（当該役務取引の当事者、内容その他からみて

法の目的を達成するため特に支障がないもの

として財務省令又は経済産業省令で定めるも

のを除く。）とする。

２　居住者が法第25条第３項の規定による財務

大臣又は経済産業大臣の許可を受けようとす

るときは、当該居住者は、財務省令又は経済

産業省令で定める手続により、当該許可の申

請をしなければならない。

３　財務大臣又は経済産業大臣は、法第25条第

４項の規定に基づき居住者が役務取引等（同

項に規定する役務取引等をいう。以下この条

及び第18条の３において同じ。）を行うことに

ついて許可を受ける義務を課する場合には、

あらかじめ、告示により、その許可を受けな

ければならない役務取引等を指定してするも

のとする。

４・５（略）

（法令の違反に対する制裁の通知）

第18条の２（新設）
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従い、特定技術を内容とする情報が記載され、

又は記録された文書、図画又は記録媒体を輸

出しようとする者が第17条第２項の規定によ

る許可を受けていること又は当該許可を受け

ることを要しないことを確認しなければなら

ない。

２　税関長は、前項の規定による確認をしたと

きは、経済産業省令で定めるところにより、

その結果を経済産業大臣に通知するものとす

る。

３（略）

（役務取引等の制限の範囲等）

第18条の３　財務大臣又は経済産業大臣は、法

第25条の２第４項の規定に基づき、法第25条

第６項の規定により許可を受ける義務が課さ

れた役務取引等を当該許可を受けないで行つ

た者に対し、役務取引等を行うことについて、

その全部若しくは一部を禁止し、又は許可を

受ける義務を課する場合には、あらかじめ、

その者に対する通知により、その禁止をする

役務取引等又はその許可を受けなければなら

ない役務取引等を指定してするものとする。

２～４（略）

（その他の報告）

第18条の８　財務大臣又は経済産業大臣は、法

第55条の８の規定に基づき、法（第１章、第

３章、第４章及び第６章の３に限る。以下こ

の項において同じ。）及びこの政令の施行に必

要な限度において、法の適用を受ける取引、

行為若しくは支払等を行い、若しくは行つた

者又は関係人に対し、当該取引、行為又は支

払等の内容その他当該取引、行為又は支払等

に関連する事項について報告を求める場合に

は、これらの者に対する通知その他の財務省

令又は経済産業省令で定める方法により、当

該報告を求める事項を指定するものとする。

２（略）

（事務の委任）

第26条　財務大臣又は経済産業大臣が法第69条

第１項の規定に基づき日本銀行に取り扱わせ

（新設）

（略）

（役務取引等の制限の範囲等）

第18条の３　財務大臣又は経済産業大臣は、法

第25条の２第４項の規定に基づき、法第25条第

４項の規定により許可を受ける義務が課された

役務取引等を当該許可を受けないで行つた者に

対し、役務取引等を行うことについて、その全

部若しくは一部を禁止し、又は許可を受ける義

務を課する場合には、あらかじめ、その者に対

する通知により、その禁止をする役務取引等又

はその許可を受けなければならない役務取引等

を指定してするものとする。

２～４（略）

（その他の報告）

第18条の８　財務大臣又は経済産業大臣は、法

第55条の８の規定に基づき、法（第１章、第

３章及び第４章に限る。以下この項において

同じ。）及びこの政令の施行に必要な限度にお

いて、法の適用を受ける取引、行為若しくは

支払等を行い、若しくは行つた者又は関係人

に対し、当該取引、行為又は支払等の内容そ

の他当該取引、行為又は支払等に関連する事

項について報告を求める場合には、これらの

者に対する通知その他の財務省令又は経済産

業省令で定める方法により、当該報告を求め

る事項を指定するものとする。

２（略）

（事務の委任）

第26条　財務大臣又は経済産業大臣が法第69条

第１項の規定に基づき日本銀行に取り扱わせ

外為法改正
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る法（第１章、第３章、第４章及び第６章の２

（第55条の２、第55条の５及び第55条の６を除

く。）に限る。第十号において同じ。）の施行

に関する事務は、次に掲げる事務のうち財務

省令又は経済産業省令で定める事務とする。

一～五（略）

六　法第25条第５項の規定又は第６条第２項、

第11条第３項、第15条第２項若しくは第18

条第４項の規定による許可に関する事務

七～十（略）

（核兵器等の開発等に用いられるおそれが特に大

きい技術等）

第27条　法第69条の６第２項第一号に規定する

政令で定めるロケット又は無人航空機は、核

兵器又は軍用の化学製剤若しくは細菌製剤若

しくはこれらの散布のための装置を運搬する

ことができるロケット又は無人航空機であつ

て、その射程が300キロメートル以上のものと

する。

２　法第69条の６第２項第一号に規定する政令

で定める技術は、別表の１から４までの項の

中欄に掲げる技術（輸出貿易管理令別表第１

の１の項（５）、（６）及び（10）から（12）

までに掲げる貨物並びに核兵器等の設計、製

造又は使用に係る技術を除く。）とする。

別表（第17条関係）

外　国技　術 

（略）（略）１～16

る法（第１章、第３章、第４章及び第６章の２

（第55条の２、第55条の５及び第55条の６を除

く。）に限る。第十号において同じ。）の施行

に関する事務は、次に掲げる事務のうち財務

省令又は経済産業省令で定める事務とする。

一～五（略）

六　法第25条第３項の規定又は第６条第２項、

第11条第３項、第15条第２項若しくは第18

条第４項の規定による許可に関する事務

七～十（略）

（新設）

別表（第17条関係）

地　域技　術 

（略）（略）１～16
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（特例）

第４条　法第48条第１項の規定は、次に掲げる

場合には、適用しない。ただし、別表第１の

１の項の中欄に掲げる貨物については、この

限りでない。

一　仮に陸揚げした貨物のうち、本邦以外の

地域を仕向地とする船荷証券（航空貨物運

送証その他船荷証券に準ずるものを含む。）

により運送されたもの（第三号から第六号

までにおいて「外国向け仮陸揚げ貨物」と

いう。）を輸出しようとするとき（別表第３

に掲げる地域以外の地域を仕向地として輸

出しようとする場合にあつては、次に掲げ

るいずれの場合にも該当しないときに限

る。）。

イ　その貨物が核兵器、軍用の化学製剤若

しくは細菌製剤若しくはこれらの散布の

ための装置又はこれらを運搬することが

できるロケット若しくは無人航空機であ

つてその射程が300キロメートル以上のも

の（ロ、第三号、第四号及び第13条にお

いて「核兵器等」という。）の開発、製造、

使用又は貯蔵（ロ、第三号及び第四号に

おいて「開発等」という。）のために用い

られるおそれがある場合として経済産業

省令で定めるとき。

ロ（略）

二～六（略）

２～４ （略）

（報告）

第10条　経済産業大臣は、法（第６章及び第６

章の３に限る。）及びこの政令の施行に必要な

限度において、貨物を輸出しようとする者、

貨物を輸出した者又は当該貨物を生産した者

その他の関係人から必要な報告を徴すること

ができる。

第12条（略）

（特例）

第４条　法第48条第１項の規定は、次に掲げる

場合には、適用しない。ただし、別表第１の

１の項の中欄に掲げる貨物については、この

限りでない。

一　仮に陸揚げした貨物のうち、本邦以外の

地域を仕向地とする船荷証券（航空貨物運

送証その他船荷証券に準ずるものを含む。）

により運送されたもの（第三号から第六号

までにおいて「外国向け仮陸揚げ貨物」と

いう。）を輸出しようとするとき（別表第３

に掲げる地域以外の地域を仕向地として輸

出しようとする場合にあつては、次に掲げ

るいずれの場合にも該当しないときに限

る。）。

イ　その貨物が核兵器、軍用の化学製剤若

しくは細菌製剤若しくはこれらの散布の

ための装置又はこれらを運搬することが

できるロケット若しくは無人航空機（ロ、

第三号及び第四号において「核兵器等」

という。）の開発、製造、使用又は貯蔵

（ロ、第三号及び第四号において「開発等」

という。）のために用いられるおそれがあ

る場合として経済産業省令で定めるとき。

ロ（略）

二～六（略）

２～４（略）

（報告）

第10条　経済産業大臣は、この政令の施行に必

要な限度において、貨物を輸出しようとする

者、貨物を輸出した者又は当該貨物を生産し

た者その他の関係人から必要な報告を徴する

ことができる。

第12条（略）

○輸出貿易管理令（昭和24年政令第378号） （傍線部分は改正部分）

改　正　案 現　　　行
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（核兵器等の開発等に用いられるおそれが特に大

きい貨物）

第13条　法第69条の６第２項第二号に規定する

政令で定める貨物は、別表第１の１の項（（５）、

（６）及び（10）から（12）までを除く。）及

び同表の２から４までの項の中欄に掲げる貨

物（核兵器等を除く。）とする。

（新設）


